
１ 社会資本整備重点計画法について 

１．社会資本整備重点計画法 

 社会資本整備事業を重点的、効果的かつ効率的に推進するため、社会資本整備重点計画の

策定等の措置を講ずる。 

 

２．社会資本整備重点計画 

１）社会資本整備重点計画とは 

 ○ 社会資本整備重点計画法（平成 15 年法律第 20 号）に基づき、社会資本整備事業を重点

的、効果的かつ効率的に推進するために策定する計画（閣議決定事項） 

○ 対象は、道路、交通安全施設、鉄道、空港、港湾、航路標識、公園・緑地、下水道、河

川、砂防、地すべり、急傾斜地及び海岸並びにこれら事業と一体となってその効果を増

大させるため実施される事務又は事業 

○ 第１次計画（平成 15～19 年度）、第２次計画（平成 20～24 年度）、第３次計画（平成

24～28 年度）、第４次計画（平成 28～令和２年度）、第５次計画（令和３年度～令和７年

度） 

○ 主な計画事項 

  ・ 計画期間における社会資本整備事業の実施に関する重点目標 

  ・ 重点目標の達成のため、計画期間において効果的かつ効率的に実施すべき社会資本整

備事業の概要 

  ・ 社会資本整備事業を重点的・効果的かつ効率的に実施するための措置 等 

２）第５次社会資本整備重点計画の概要 

 
 



 
 

 



２ 社会資本整備重点計画における砂防関係の施策と目標及びアウトカムのフォロー結果 

 

１）第１次計画（平成 15～19 年度） 

 

土砂災害から保全される戸数 

【約 120 万戸（H14 年度）→約 140 万戸（H19 年度目標）】 

年度 平成15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 

実績値 
約120（124） 

万戸 

約130（127） 

万戸 

約130（130） 

万戸 

約130（133） 

万戸 

約140（135） 

万戸 

 

土砂災害から保全される災害時要援護者関連施設数 

【約 3,100 施設（H14 年度）→約 4,100 施設（H19 年度目標）】 

年度 平成15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 

実績値 約3,300施設 約3,500施設 約3,700施設 約3,900施設 約4,100施設 

 

洪水による氾濫から守られる区域の割合 

【約 58％（H14 年度）→約 62％（H19 年度目標）】 

年度 平成15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 

実績値 約58（58.4）％ 約59（59.1）％ 約60（59.7）％ 約60（60.2）％ 約61（60.9）％ 

 

都市域における水と緑の空間確保量 

【H19 までに約 1割増（12m2／人（H14 年度）→13m2／人（H19 年度目標）） 

年度 平成15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 

実績値 約2％増 約4％増 約7％増 約8％増 約９％増 

 

２）第２次計画（平成 20～24 年度） 

 

土砂災害から保全される人口 

【約 270 万人（H19 年度）→約 300 万人（H24 年度目標）】 

年度 平成20年度 21年度 22年度 23年度 

実績値 約275万人 約285万人 約289万人 約291万人 

 

土砂災害から保全される人命保全上重要な施設数 

【約 2,300 箇所（H19 年度）→約 3,500 箇所（H24 年度目標）】 

年度 平成20年度 21年度 22年度 23年度 

実績値 約2,350箇所 約2,450箇所 約2,550箇所 約2,650箇所 

 

 

 

 

 

 



土砂災害特別警戒区域指定率 

【約 34％（H19 年度）→約 80％（H24 年度目標）】 

年度 平成20年度 21年度 22年度 23年度 

実績値 約36％ 約44％ 約51％ 約57％ 

 

ハザードマップを作成・公表し、防災訓練等を実施した市町村の割合（土砂） 

【16％（H19 年度）→100％（H24 年度目標）） 

年度 平成20年度 21年度 22年度 23年度 

実績値 41％ 56％ 64％ 68％ 

 

リアルタイム火山ハザードマップ整備率 

【0％（H19 年度）→50％（H24 年度目標）） 

年度 平成20年度 21年度 22年度 23年度 

実績値 3％ 24％ 34％ 48％ 

 

総合的な土砂管理に基づき土砂の流れが改善された数（河川） 

【3（H19 年度）→190（H24 年度目標）） 

年度 平成20年度 21年度 22年度 23年度 

実績値 3 24 56 88 

 

都市域における水と緑の公的空間確保量 

【13.1m2／人（H19 年度）→H19 年度比約１割増（H24 年度目標）） 

年度 平成20年度 21年度 22年度 

実績値 約１％増 約２％増 約３％増 

 

 

３）第３次計画（平成 24～28 年度） 

 

土砂災害防止法に基づくハザードマップを作成・公表し、防災訓練を実施した市町村の割合 

【約 45％（H23 年度）→100％（H28 年度目標）】 

年度 平成24年度 25年度 26年度 

実績値 約54％ 約67％ 約78％ 

 

リアルタイム火山砂防ハザードマップ整備率 

【約 48％（H23 年度）→100％（H28 年度目標）】 

年度 平成24年度 25年度 26年度 

実績値 約59％ 約62％ 約76％ 

 

 

 

 



社会経済上重要な施設の保全のための土砂災害対策実施率 

【①重要交通網にかかる箇所：約 46％（H23 年度）→約 51％（H28 年度目標）】 

年度 平成24年度 25年度 26年度 

実績値 約47％ 約48％ 約49％ 

 

 

【②主要な災害時要援護者関連施設：約 29％（H23 年度）→約 39％（H28 年度目標）】 

年度 平成24年度 25年度 26年度 

実績値 約31％ 約33％ 約37％ 

 

土砂災害警戒区域指定数 

【約 25 万 9 千区域（H23 年度）→約 46 万区域（H28 年度目標）】 

年度 平成24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 

実績値 約31万区域 約35万 約40万 約44万 約49万 

 

大規模土砂移動検知システムによる監視カバー率 

【0％（H23 年度）→100％（H28 年度目標）】 

年度 平成24年度 25年度 26年度 

実績値 0％ 約12％ 約34％ 

 

４）第４次計画（平成 28～令和２年度） 

個別施設ごとの長寿命化計画（個別施設計画）の策定率 

【直轄：約 28％（H26 年度）→100％（H28 年度目標）】 

年度 平成27年度 28年度 

実績値 約83％ 約100％ 

 

【都道府県：約 30％（H26 年度）→100％（R2 年度目標）】 

年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 

実績値 約45％ 約62％ 約79％ 約100％ 

 

 

要配慮者利用施設、防災拠点を保全し、人命を守る土砂災害対策実施率 

【約 37％（H26 年度）→41％（R2 年度目標）】 

年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 ２年度 

実績値 約38％ 約39％ 約40％ 約40％ 約 41％ 約 42％ 
 

 

 

 

 

 



土砂災害警戒区域等に関する基礎調査結果の公表及び区域指定数 

【公表：約 42 万区域（H26 年度）→約 65 万区域（R1 年度目標）】 

年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 ２年度 

実績値 約48万区域 
約53万区

域 

約57万区

域 

約63万区

域 
約 67 万区域 約68万区

域 
 

【区域指定：約 40 万区域（H26 年度）→約 63 万区域（R2 年度目標）】 

年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 ２年度 

実績値 約44万区域 
約49万区

域 

約53万区

域 

約57万区

域 
約 62 万区域 約66万区

域 
 

維持管理・更新等に係るコストの算定率 

 

国及び地方公共団体等で維持管理に関する研修を受けた人数 

【115 人（H26 年度）→690 人（R2 年度目標）】 

年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 ２年度 

実績値 115人 230人 345人 460人 575 人 610 人 
 

活発な火山活動等があり、噴火に伴う土砂災害のおそれがある火山における火山砂

防ハザードマップ整備率 

【約 44％（H26 年度）→約 100％（R2 年度目標）】 

年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 ２年度 

実績値 約59％ 約61％ 約69％ 約84％ 約 88％ 100％ 
 

 

重要交通網にかかる箇所における土砂災害対策実施率 

【約 49％（H26 年度）→約 54％（R2 年度目標）】 

年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 ２年度 

実績値 約49％ 約52％ 約52％ 約52％ 約 53％ 約 53％ 
 

 

土砂災害ハザードマップを作成・公表し、地域防災計画に土砂災害の防災訓練に関

する記載のある市町村の割合 

【約 33％（H26 年度）→約 100％（R2 年度目標）】 

年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 ２年度 

実績値 約62％ 約67％ 約69％ 約70％ 約 80％ 約 85％ 
 

地域防災計画に要配慮者利用施設の名称及び所在地に関する記載のある市町村の割

合 

【約 30％（H26 年度）→約 100％（R2 年度目標）】 

年度 平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 ２年度 

実績値 約41％ 約47％ 約50％ 約53％ 約 83％ 約 85％ 



 

５）第５次計画（令和３～７年度） 

重要なライフライン施設が保全対象に含まれている要対策箇所における対策実施率 

【約 29％（R元年度）→約 33％（R７年度目標）】 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実績値 約30％ 約31％ 約31％ 

 

重要交通網が保全対象に含まれている要対策箇所における対策実施率 

【約 23％（R元年度）→約 27％（R７年度目標）】 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実績値 約24％ 約24％ 約24％ 

 

市役所、町役場および支所が保全対象に含まれている要対策箇所における対策実施

率 

【約 30％（R元年度）→約 36％（R７年度目標）】 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実績値 約30％ 約31％ 約31％ 

 

 

土砂災害ハザードマップにおける土砂災害警戒区域の新規公表数 

【約 0箇所（R元年度）→約 56,000 箇所（R７年度目標）】 

年度 令和２年度 令和３年度 

実績値 
約16,000箇

所 

約54,000箇

所 

 

火山噴火時における降灰厚把握手法の整備に着手した火山の割合 

【約 0％（R元年度）→約 20％（R７年度目標）】 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実績値 約0％ 約12％  

 

予防保全型インフラメンテナンスの転換に向けた施設の修繕率（砂防：健全度評価

において要対策と判定された砂防関係施設の解消率） 

【約 91.7％（R 元年度）→約 92.4％（R７年度目標）】 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実績値 約91.7％ 約91.7％ 約91.8％ 

 

地方公共団体等で維持管理に関する研修を受けた人数 うち砂防分 

【約 575 人（R元年度）→約 785 人（R７年度目標）】 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実績値 約610人 約634人 671人 

 



UAV 等を活用した施設点検を実施した事業の割合 火山噴火リアルタイムハザード

マップシステムにおいて運用中の火山のうち、高精度な地形データを整備した火山

の割合 

【約 47％（R２年度）→約 100％（R７年度目標）】 

年度 令和３年度 

実績値 約60％ 

 

火山噴火リアルタイムハザードマップシステムにおいて運用中の火山のうち、高精

度な地形データを整備した火山の割合 

【約 0箇所（R元年度）→約 20％（R７年度目標）】 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実績値 約20％ 約30％ 約60％ 

 


